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地球温暖化に伴う熱関連死亡による被害額
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地球温暖化により異常高温の頻度・強度の世界的な増加 が生じ， またその結果として暑熱に関連した死
亡リスクも高まることが懸念されている ． 本研究では， 世界初の試みとして， 世界全域を対象地域とした
既存の熱関連死亡数の推計手法と統計的生命価値を組み合わせて用いることで， 気候および社会・経済の
将来変化の不確実性幅を考慮したうえ で， 気候変動に伴う熱関連死亡リスクの増加について金銭的な 見積
もりを実施した その結果， 熱関連死亡による被害額のGDP比は， 緩和策が進むRCP2.6排出シナリオの場
合， 世界全体で1％未満に抑えることが可能であること， 一方で緩和策が進まないRCP8.5排出シナリオの
場合 ， 世界全体で見て今世紀末に 2％台となることが示された． また， 被害額増加の主因として， 現在の
途上国では経済発展に伴うVSLの増加の寄与が相対的に大きいこと， 現在の先進国は逆に経済発展よりも
気候変化の寄与が大きいことがわかった．
Key Words : heat-r�lated excess mortality, value of statistical life, RCP, SSP, climate impacts 
1. はじめに
近年，異常気象の影響による暑熱に関連した死亡が頻
繁に報告されるようになった例えば，2003年のヨ ー ロ
ッパの熱波や2OO7年の世界的猛暑等， 異常高温によって
多くの死者が発生した気候変動への適応推進に向けた
極端現象及び災害のリスク管理に関する特別報告書
(SREX: Special Report on Managing the Risks of Extreme Events 
and Disasters to Advance Climate Change Adaptation)によると，
大気中の温室効果ガス濃度増加を含む人問活動の影響に
より，異常高温の頻度・強度は世界的に増加する1)． ま
た，世界保健機構(WH0: World Health Organization)による
と， 季節平均気温の上昇，熱波の頻度や強度の増加が要
因となって，暑熱に関連した死亡リスクが高まる互現
在考えられうる最も温暖化を抑制したシナリオでも気温
上昇が産業革命以前比で1.5℃とされており，温暖化は
避けられないことから，温室効果ガスの排出を削減する
緩和策を行うことだけでなく，気候変動に伴う熱関連死
亡リスク増加への対応をより強化していくことが今後求
められる．
こういった暑熱リスクに対する適応策は適切な予報・
警報システムの確立，医療サー ビスの向上など様々な社
会システム的な対応から，個人レベルでのこまめな水分
摂取や空調設定の推奨など広範囲にわたると考えられる．
こういった適応策を検討するにあたっては，将来いつ，
どこでこのリスクが顕在化する可能性があるのか， また
その規模はどの程度かといった情報があることが望まし
いが，現在までのところそういった知識は限られており，
気候変動に伴う熱関連死亡リスクの定量的把握の必要性
は大きい． 熱関連死亡リスクの把握にあたっては，外力
（異常高温を含む極端現象の頻度・強度）の変化だけで
なく， 極端現象に曝される人間側の曝露（人口の分布）
や脆弱性（極端現象への感度や対応能力）の変化につい
ても併せて考慮することが必要になる またそれらの因
子の将来変化については，現時点では一点で正確に言い
当てることはできないことから，不確実性幅を考慮した
評価によって対処することになる
気候変動に伴う極端現象変化の影響は，生物・物理的
な指標で見積もられる場合もあれば，金銭的な指標で見
積もられる場合もある． 熱関連死亡についていえば，前
者は，熱関連の理由での死亡者数， あるいは一人の人が
ある年に熱関連の理由で死亡する確率，などが具体的な
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指標となる． 後者の金銭的な指標には， その熱関連死亡
を回避・軽減するための対策費用や， あるいは本来なら
その死亡が無ければ受け取り得た所得産み出し得た経
済価値などが含まれる ． 相対的にみて熱関連死亡の発生
の多い地域や， 気候変軌の結果としてその増加が著しい
地域を見出す目的であれば， 生物・物理的な指標での見
積もりが有用である ． 一方で， 緩和策・適応策の実施に
要する費用との比較の目的には， さらにふみ込んで金銭
的な指標での見積もりに取り組むことが求められる．
熱関連死亡リスクの評価については， WHd)によると，
従来， 個々の都市や地域に限定した研究3\4\5),6)が多く行
われているものの， 世界全体を扱った研究は存在しなか
ったが， Honda et al. 7JやWHびによる超過死亡数の推計モ
デルの開発により， 世界全体の熱関連の死亡者数の推計
が可能となった ここで超過死亡数とは， 原因（本研究
では暑熱）が取り除かれた場合に期待される死亡数と当
該原因が存在する場合の死亡数の差を意味する． しかし
ながら， Honda et al. 7JやWHびのモデルは， 熱関連死亡者
数の推計に留まっており， その被害の金銭換算は行われ
ていない （なお， 気候変軌に伴う世界規模での循環
器・呼吸器系疾病変化の経済影響評価の事例は存在する
8) 9)_) 
地域的に暑熱による死亡リスクの金銭評価を試みた研
究では， 大きく分けて2つの異なるアプローチが用いら
れている． 一つ目のアプローチは， 何からの政策によっ
て評価対象の死亡リスクを低減する場合に発生する便益
を算出する統計的生命価値 0/SL: Value of Statistical Life)10l 
を用いるものであり， 二つ目のアプローチは， 熱ストレ
スによる健康影響 ・ 死亡により生ずる人的資本の損失や
労働生産性の低下を考慮したうえで経済モデルを用いて
GDP ・ 消費・厚生の損失などを見積もるものである前
者の手法は， 調査手法の性質上， 熱関連死亡による非市
場的な価値（例：生命そのものの価値）の損失も評価対
象に含みうる点で比較的包括性が高い． 後者の手法は，
市場価値（人的資本損失や労働力低下による生産活動へ
の影響）のみを扱うことになるが， 熱関連死亡に関して
は， その多くは65歳以上の高齢者であり， もとより生産
活動への参加は限定的であるために， 労働生産性による
経済損失の見積もりは小さくなる両手法により把握で
きる価値の損失には重複しない部分があることから， 本
来は両手法での推計・対比を実施したうえでの評価が望
ましいが， 後者の手法で推計される経済損失が小さなも
のになることをふまえ， 本研究ではVSLのみの評価で経
済損失の推計を行うこととした．
以上をふまえ， 本研究では， 世界初の試みとして， 世
界全域を対象地域とした既存の熱関連超過死亡数の推計
手法とVSLを組み合わせて用いることで， 気候および社
会・経済の将来変化の不確実性幅を考慮したうえで， 気
候変動に伴う熱関連超過死亡の被害額について金銭的に
見積もることを目的とするまた， その被害額の増減の
要因について， 地域別に整理を試みる．
なお本研究は， 環境研究総合推進費S-14（気候変動の
緩和策と適応策の統合的戦略研究）プロジェクトの一部
として実施された同プロジェクトでは， 熱関連超過死
亡以外の他セクタヘの温暖化影響の経済評価も別途実施
し， 複数セクタを統合した評価（複数セクタの温暖化影
響の総和と緩和策・適応策の実施に要する費用との比較）
に取り組む計画となっており， その統合評価への貢献を
見据えて， 本研究の分析結果についても， 同課題で標準
とする（地理的・経済的な類似性で区分された）17地域
への集計を行ったうえで考察を行った
2. 熱関連超過死亡数と被害額の推計方法
(1) 本研究の推計フロー と使用データについて
図ー1は， 本研究における熱関連死亡による被害額の推
計フローを示している． 生物・物理的評価パートでは，
Honda etal列こよる熱関連超過死亡数推計モデルを用いる
ことで， 人口， 年平均総死亡率， （日最高気温と至適気
温から推計される）総死亡に占める熱関連超過死亡の比
率の掛け合わせによって， 熱関連超過死亡数が空間解像
度2.5'X 2.5'のグリッド（地球を緯度方向2.5'・経度方向
2.5'のマス目で区切ったもの）別に推計され， さらに国
別集計される ． 一方， 経済的評価パートでは， OECD10)
が用いたVSL推計式を応用し， 一人当たりGDPから国
別・年別のVSLが推計される． さらに国ごとの熱関連超
過死亡数とVSLを乗じて， 国別の熱関連死亡による被害
額を推計するまた， 結果考察のために， 地理的・経済
的な類似性から世界17地域への集計を行ったうえで， 推
計された被害額の地域別GDPに占める割合（以後， 「被
害額のGDP比」と称す）を算出した． ここで被害額の絶
対値ではなくそのGDP比で評価を行ったのは， 被害の深
刻度の大小についての地域間比較， ならびに（消費や
GDPの減少率で測られることが多い）緩和政策による経
済損失の規模との比較を補助することを意図したもので
ある．
i生物 ・ 物理的評価(2(2)） ！ 
三：□国］・
図1 本研究での熱関連超過死亡の被害額の推計フロ ー
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以下では， 熱関連超過死亡数の推計の詳細を2(2)で，
各国のVSL推計ならびに熱関連超過死亡による被害額推
計の詳細を2(3)で，地域集計とGDP損失率計算の詳細を
2(4)で説明する ．
(2) 熱関連超過死亡数の推計方法
ここでは，図—1左上の生物・物理的評価パー トについ
て説明する． 本研究において，各国の熱関連超過死亡数
源因（本研究では暑熱）が取り除かれた場合に期待さ
れる死亡数と当該原因が存在する場合の死亡数の差）は，
Honda et al.7Jが開発した推計モデルを用いて，人口，年平
均総死亡率，総死亡に占める熱関連超過死亡の比率の掛
け合わせにより，現在期間(1981~2005年）及び将来期
間(2005~2099&f.)について， 空間解像度2.5'X2.5'のグ
リッド（世界を緯度·経度方向に2.5'の等間隔で区切っ
たマス目）別に計算される． そのうち， 人口は空間解像
度2.5'X2.5'の人口密度データとして与える ． 年平均総死
亡率は国別データとして与えるが，これはある国におい
て一人の人間がある年に死亡する確率（総死亡人口／総
人口）を指す． 総死亡に占める熱関連超過死亡の比率に
ついては，日最高気温が至適温度OT（日最高気温と日
死亡数の統計的関係を見た場合に日死亡数が統計的に最
小となる日最高気温；日最高気温を横軸に日死亡数を縦
軸に取って統計的関係を見た場合に見られる下に凸の関
係の極値の日最高気温に相当；この日最高気温よりも日
最高気温が低い場合には熱関連超過死亡が生じないこと
を想定する）を超える日の，日最高気温とOTの差をも
とに計算される（図ー2)． よって，ここで熱関連超過死
亡と呼ぶものは，あくまで日最高気温と日死亡数の統計
的関係から導かれるものであり，熱中症等の具体的な疾
病に分類される死亡数を推計するものではない． なお，
本研究では，Honda et al 7Jでの扱いにならい，空間解像度
0.5° X0.5゜ の各グリッドにおけるOTは，当該グリッド
における1981~200(痒の日最高気温の84パーセンタイル
値(2佃三間の日最高気温を高い順に並べた場合の16％順
位の日最高気温）として推計し，このOTが将来期間に
わたって変化しない（気候変化に応じた暑熱環境への適
応・馴化が行われない）との想定をおいた．
; 
現在期間の空間解像度2.5'X2.5'の各グリッドの人口密
度データについては，GPW (Gridded Population of World) 
Version 3による1奴声と2ば痒のデータを時間内挿する
ことで，各年データを用意した将来の人口密度データ
については，Jones and 0'NeiJlll)が開発した3つの異なる社
会経済発展想定における201悼三から2100年までの1侃三ご
との人口密度シナリオデータを時間内挿することで，各
年データを用意したここでは3つのSSP (Shared Socioec­
anomic Pathways) シナリオを用いたが，人口増加が小さく
技術・経済発展の速いSSPl（持続可能シナリオ），逆
に人口増加が早く 技術・経済発展の遅いSSP3（分断シ
ナリオ），SSPlとSSP3の中間的な性格を持つSSP2（中
間的シナリオ）の3シナリオを評価対象に含めることで，
熱関連超過死亡・被害額の推計における人ロ ・ 経済発展
の将来の見通しの不確実性幅を考慮することとした．
SSPシナリオは，気候変化影響・対策評価の共通前提
として用いることを想定して，国際共同開発された社
会・経済・技術等の将来発展経路に関するシナリオであ
る． SSPシナリオは叙述シナリオと定量シナリオで構成
されており，緩和策と適応策の困難度の大きさで特徴づ
けられる5つの異なる社会・経済発展像についてシナリ
オの開発・配信が行われている ． 5つのSSPの特徴を表—1
にまとめる各SSPの詳細については，0'Neillet al l2Jを参
照されたい．
表—1 各SSPシナリオの概要
想定 人口 疇 技術 社会 経済
状況 成長 意識 発展 格差 発展
SSPl 疇可能 低い 高い 速い 縮小 疇可能
SSP2 中間的 中間 中間 中間 中間 中間
SSP3 分断 蘭い 低い 遅い 拡大 緩やか
格差 低い 高· い 速い 拡大
持続可能
SSP4 
緩やか
SSP5 在来型発展 緩やか 低い 遅い 縮小 速い
超過死亡率
------------------------F-eJ--9-4--L-と-----
至適温度で
の死亡率
9 9 
至適温度OT 日最高気温
図2熱関連超過死亡の比率のイメ ージ図
国別の年平均総死亡率について，過去期間については
1990~2岬を用いたまた将来期間(201悼三～2100年］
については，SSPl • SSP2 • SSP3の人ロシナリオから逆
算的に年平均総死亡率を推定し，それを用いた ．
さらに，総死亡に占める熱関連超過死亡の比率の推計
に用いる日最高気温データについては，4つのRCP (R中
resentative Concentration Pathways)と呼ばれる温室効果ガス
排出シナリオ(RCP2.6, RCP4.5, RCP6.0, RCP8.5)を前
提とした5つの異なる全球気候予測モデ ル (GFDL­
ESM2M, HadGEM2-ES, JPS区M5A-LR,饂OC-ESM-CI吟l
NorESMl-M)によるOV1IP5向けの気候予測実験出力につ
いて，WFI泥I再解析実験データと照らしたバイアス唾
正を施し開発された分野横断影響評価プロジェクト(JSl­
珊：Inter-Sectoral Impact Model Intercomparison匝和洞三
済み気候シナリオ13)から，日最高気温シナリオを抽出'-
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て用いた ． ISI-MIP補正済 み気候シナリオは空間解像度
0ダ xo.s゜ を有しており，過去に観測された大気中温
室効果ガス濃度を前提条件とする過去再現実験期間
(1981~2005年）と4RCI排出シナリオを前提とする将来
予測実験期間(2006~2⑲痒三）についてデータが作成・
配信されている ． 同データの活用により，将来の温室効
果ガス排出の幅（緩和政策の強さの幅）と気候予測モデ
ルの違いによる予測不確実性の幅を広く捉えることが可
能になる．なお，将来予測期間については，4RCPX
5GCMの気候変化シナリオに加えて，仮に気候変化が生
じず社会・経済条件のみ変化する仮想条件（気候変化な
しシナリオ）での推計も追加的に行った．いずれのRCP
とSSPの組み合わせも生じうると仮定し，21種の気候変
化想定(4RCPX5GCM＋気候変化無し1ケース）X3種の
社会経済 発展想定(SSPl • SSP2 • SSP3)の，計63ケー
スの分析を実施しているなお，本研究では，SSPシナ
リオは社会経済条件（人口•GDP)の将来想定としての
み用いており，気候予測の前提となる排出シナリオとし
ては用いていない
また，空間解像度2.5'X2.5'のグリッド別に現在(1981
~2005年）ならびに将来(2005~209呼三）期間について
推計された熱関連超過死亡数は，続く国別での被害額評
価において国別VSLとあわせて用いるために，国別集計
を行った
(3) 熱関連死亡による被害額の推計方法
ここでは，図—1右上の経済的評価パートについて説明
する ． 本研究ではOECD10)が提案する方法を用いて一人
当たりGDPを説明変数としてVSLを国別・年別に推計し
（式(1))，それに熱ストレス死亡数を乗じる（式(2))
ことで，熱ストレスの被害額を国別に現在及び将来期間
(2005~209碑）について算出した ． 何からの政策によ
る記illi対象の死亡リスクの低減により発生する便益とし
て定義されるVSLは，人間の実行動データに基づく顕示
選好法(Revealde Preference)あるいはアンケート調査等に
より回答者の選好を尋ねて評価する表明選考法 (Stated
Preference)のいずれかにより推定される ． OECD10) はこの
うち表明選考法を用いた環境・健康・交通リスクに関わ
る成人VSLの世界各地の推計事例を収集・データベース
化したうえで，そのメタ分析を通じて，回答者の社会経
済条件やその他諸条件とVSLの関係について検討してい
る ． その検討をふまえ，結論として，OECD諸国におけ
る平均的な成人のVSLを150万～450万US$（標準値は300
万2005US$)と見積もるとともに，所得水準の異なる国
間での補正，経時的な実質所得上昇に応じた補正につい
ても併せて提案をしており，式(1)は同提案を数式化し
たものである．
本研究においては，全球を対象に複数時点について国
別に被害額を推定する必要があることから，特定地域・
特定時点でのVSL推計値を選択して用いることはせず，
VSL推計値のメタ分析により国別VSLを式(1)の形で関数
化したOECD10)をVSL推計に採用することを決めた ． メ
タ分析の事例はOECD10)以前にもKoehl et al.14)やM四改et
al⑲など複数存在しているが，後発でメタ分析対象のデ
ータ数が大きいことから，本研究ではOECD叫こ依拠し
て国別VSLを推計することとした ． なお，OECD10)の推
計・提案をふまえ，式1)においてVSLいま標準値の300万
US$，所得水準の異なる国間での補正の係数aは0.8を採
用したなお本論文ではOECD10) が示すVSL,,,Jり推計値の
不確実性幅を論じていないが，式(1)の式形から，その
不確実性幅を考慮した場合本研究の被害額推計値は
0.5~1.5倍の幅を取りうる．また本研究の被害額推計値
の理解にあたっては，OECD10) のメタ分析による推計値
自体，VSLの推計事例の蓄積に応じて今後もその見直し
が行われていくべきものであることにも注意が必要であ
る．
式(2) は熱ストレス死亡被害額の算出式であり，式(1)
で推計した国別・年別VSLに国別・年別の熱ストレスに
よる死亡者数を乗じて算出した
VSLt,c =VSLr,r·(�r ·(�)GDP PC ref) \ GDP PC
 zoos,c 
(1) 
Damage Costt,c = VSLt、c · Deathりiat Stress (2) 
ただし，VSLぃ：t年のc国の統計的生命価値，VSL ref: 
OECD加盟国の平均統計的生命価値(2005年US$),
GDPPC,,c: t年のc国の1人あたりGDP (ll髯買力平価換算
US$), GDPPC ref : 2005年のOECD加盟国の1人あたり
GDP (2005年の加盟国35ヶ国の平均値・約US$35400),
a ：所得水準の異なる国間での補正の係数， Damage 
Costぃ： t 年の c 国の熱関連超過死亡による被害額，
Deathfiat stress : t年のc国の熱関連超過死亡数
各国・各年のVSけ佳計にあたり用いる国別一人当たり
GDPについては，現在期間(1981~2005年）は世界銀行
16)を使用した ． 将来期間(2005~2{)991:同については，
IIASA17Jが公表しているSSP1~3の2005年と2010年～2100
年の10年間隔のGDPデータ，ならびに前述(2(2)）の
SSPl~SSP3の人ロデータを用いて用意した．
(4) 地域への集約
前節で推計した国別の熱関連死亡による被害額につい
て，表ー2の17地域に集計（式(3)）した． さらに，被害の
深刻さを地域間で比較できるように，被害額のGDP比
（地域別に被害額を当該地域のGDPで除したもの）を計
算した（式(4)).
Damage Costc,r =こDamage Costt,c (3) 
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(4) 
Damage Costt,r Damage Cost to GDPt,r = GDPt,r 
ただし， Damage Cost1,r : t年のr地域の熱関連超過死亡に
よる被害額， Damage to GDP i r : t年のr地域の被害額の
GDP比， GDPir : t年のr地域のGDP
表-2 所得別の地域の定義
地域名
カナダ,EU，日本，ニュ ージーラ
ンド・豪州，米国
プラジル，中東，ラテンアメリ
カ，その他欧州，トルコ
中国，旧ソ連，インド，北アフリ
カ，その他アフリカ，その他ア
ジア，その他東・東南アジア
所得レベル
高所得地域（一人当たりGDP
�US$2<XXlO／年）
中所得地域($US5(J.JJ/年ニ ー人
当たりGDP<US$2(X)(X}/年)
低所得地域（一人当たりGDP
<US$5000／年）
3
熱関連超過死亡による被害額の推定結果
(1) 世界全体の熱関連死亡被害額の田）比
緩和策が進んだRCP2.6シナリオと， 緩和策が進まない
RCP8.5シナリオの2つの極端な気候状況を取り上げ， 複
数の社会経済発展想定(SSPl • SSP2 • SSP3)における
熱関連死亡による被害額のGDP比の経年変化を図ー3に示
ずなお図ー3において， 曲線は5つのGCMを前提とした
各年の推計結果を局所多項式回帰により平滑化関数にフ
ィッティングさせたもので， 灰色の部分はその95パーセ
ント信頼区間を示している． 世界全体の熱関連死亡によ
る被害額のGDP比は全てのシナリオで増加傾向だが，
RCP間で異なる挙動を示した． RCP2.6では， どのSSPも
熱関連死亡による被害額のGDP比の増加量が低く， SSP
間で大きな差が見られず， どの年次でも1％未満となっ
た． 一方， RCP8.5では， 熱関連死亡による被害額のGDP
比の増加量が大きく， どのSSPシナリオでも今世紀末に
は増加が加速し， ＂ 今世紀末には2％台になることが分か
った このように， 緩和策が進んだ社会であれば， 被害
額のGDP比を1％未満に留めることが出来るが， 緩和策
が進まなければその被害も増加していくことが分かった．
なお， 緩和政策（例えばRCP8.5→RCP2.6)により生じ
る経済損失（対策費用）と， その際に回避できる影響被
害額の直接比較は， 熱関連死亡以外の温暖化影響の大小
も合わせて評価する必要があり， 第1章章末で述べたS-
14での統合分析を待たねばならない． ただし，IPCC第5
次評価報告書によれば21世紀中の工業化前比気温上昇を
66％以上の確率で2℃以下に抑制するシナリオ(RCP2.6
に相当）では対策を取らないケース(RCP8.5に相当）に
比して2100年に世界消費が3~11％減少すると評価され
ており， その緩和による経済損失と比して， 本研究が示
す2％台（RCP8.5)から1％未満(RCP2.6)への影響被害
（被害額のGDP比）の軽減は， 桁までは違わない無視で
きない大きさであることがわかった
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低所得地域は中国とインドを選んだ．図ー3において世界
全体での結果を示したのと同様に，各地域における熱関
連死亡による被害額のGDP比を図-4に示す．高所得地域
は両地域ともに世界全体と類似した傾向を示しており，
今世紀末ではRCP2.6では1％未満に対して，RCP8.5では
1% (SSPl) ~3% (SSP3)となった中 ・ 低所得地域は
今世紀末でSSP間の差が少ないことと，2070~2ぼ肖こ頃
にSSP間で順序が入れ変わる結果が示された．
このように被害額のGDP比の時間変化は地域により異
なる挙動を示すが，次節ではここで取り上げた地域のう
ち，3地域（日本 ・ 米国 ・ インド）を対象に，被害額の
将来変化への各要因の寄与について検討した．
(3) 熱関連超過死亡の被害額変化への各要因の寄与
各地域での被害額の挙動を理解するために，各地域の
熱関連死亡被害額の将来変化について，その因子の寄与
の経年変化を調べる前述の式(2)が示すように，本研
究では，VSLと熱関連超過死亡数を乗じることで熱関連
死亡被害額を計算しているまた式(1)が示すように，
VSLは当該地域の一人当たりGDPに比例して変化すると
想定されている 一方，熱関連超過死亡数は，人口，年
平均総死亡率，（日最高気温データに基づき推計される）
総死亡に占める熱関連超過死亡の比率を掛け合わせるこ
とで算出される．
そこで熱関連死亡被害額の将来変化について，4つの
変化因子(1人あたりGDPの変化によるVSL変化，人口
変化， 年平均総死亡率変化，熱ストレスによる超過死亡
率の変化）の寄与を算定した．4因子の寄与については，
4因子の変化率を乗じて算出される熱関連死亡被害額の
現在から将来各時点までの変化率（図ー5 ・ 図--6•図—7の
黒線）を4因子の変化率で按分して示した．なお，一人
あたりGDPはあらゆる地域で将来期間に多かれ少なかれ
増加することから，その増加に伴うVSLの増加は，常に
被害額の上昇に寄与するまた熱ストレスによる超過死
亡率の変化についても，一般的にどの地域でも21世紀を
通じて気温上昇（とそれに伴う超過死亡率の上昇）が予
想されるため，常に被害額の上昇に寄与する．一方で，
人口変化，年平均総死亡率変化については，地域により，
21世紀中に増減があることから， 被害額を上昇させる場
合（寄与がプラス）もあれば下降させる場合（寄与がマ
イナス）もある．ここでは3地域（日本，米国，インド）
について，被害額の現状からの変化率への4因子の寄与
を図-5～図—7に示す． これらの図は，各因子による被害
額の変化率の積み上げグラフであり，黒線が現在期間か
らの被害額の変化倍率(4つの因子の寄与の和），赤色
部が熱関連超過死亡率変化の寄与，緑色部が年平均死亡
率変化の寄与，青色部が人口変化の寄与，紫色部が一人
あたりGDP変化に伴うVSL変化の寄与である．
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RCP間で比較すると， いずれの地域 においても，
RCP2.6よりもRCP8.5の方が気温の上昇が大きくなるため，
熱関連超過死亡率も大きくなり， 今世紀末にかけて寄与
は増加傾向を示した
地域差を見ると， 米国のように熱関連超過死亡率の寄
与が大きな地域が多く， これは人ロ ・ 経済成長ともに将
来の変化が比較的小さな社会にみられる傾向である． た
だしその中にあっても例えば日本のように， SSPによっ
ては年平均死亡率変化の寄与がみられる地域も存在する．
また， 将来に大きな経済成長が想定されている低所得 ・
中所得地域については， 例えばインドのように一人当た
りGDP変化に伴うVSL変化と熱関連超過死亡率変化が同
程度に正に寄与する地域もあり， この傾向は旧ソ連でも
見られる（図省略） ． 他の挙動として， 一人あたりGDP
変化と人口変化， 熱関連超過死亡率変化がプラスの寄与
を占め，1人あたりGDP変化と人口変化の寄与の合計が
熱関連超過死亡率変化の寄与に匹敵するケースがあり，
中所得地域では中東， 低所得地域ではその他アフリカ
やその他アジア， 北アフリカが該当した（図省略）．
なお， 現在期間からの被害額の変化は， RCP, SSPに
関わらず， どの地域も概ねプラスであり， RCP間では大
きく変化が見られるものの， SSP間では比較的差が小さ
いことが分かった ． つまり， 被害額は社会要因よりも気
候要因の影饗を強く受けることが分かった．
本研究では， 世界全域を対象地域とした既存の熱関連
超過死亡数の推計手法とVSLを組み合わせて用いること
で， 気侯および社会 ・ 経済の将来変化の不確実性幅を考
慮したうえで， 気候変動に伴う熱関連超過死亡リスクの
増加について金銭的な見積もりを実施した． その結果，
以下の知見を得た．
① 熱関連死亡による被害額のGDP比は， 緩和策が進
むRCP2.6シナリオの場合世界全体で1％未満に抑
えることが可能である． 一方， 緩和策が進まない
RCP8.5シナリオの場合， 世界全体で見て今世紀末に
2％台となった また， 地域別に見た場合には， SSP
間の差などに違いがみられた ．
熱関連死亡による被害額の変化に寄与している因
子について， 熱関連超過死亡率の寄与が大きな地域
が多く， 特に緩和策が進まず気候変化が大きくなる
RCP8.5シナリオにおいてその傾向が顕著となる． 地
域別にみると， 年平均死亡率変化の寄与が大きい地
域（例：日本）もあれば， 一人当たりGDP!曽加に伴
ぅvs環加の寄与が大きい地域（例：インド）もあ
り， 地域差が大きい ． 現在の途上国は将来の経済発
展が見込まれるため， vsじ曽加を通じた経済発展の
寄与率が相対的に高くなる傾向にあり， 現在の先進
国は逆に経済発展よりも気候変化に伴う熱関連超過
死亡率変化のほうが大きく寄与することがわかった．
②
最後に， 本研究の今後の課題について整理する． 一つ
目の課題として， 熱関連超過死亡の金銭換算のために用
いた国別 ・ 年別VSLの推計方法について， 今後に更新・
改良が行われた場合に， それを反映した分析を随時実施
していく必要がある．2(3)で述べたように， 本研究では
全球を対象に複数時点について国別に被害額を推定する
必要との整合性から， 多数のVSU惟計事例のメタ分析を
ふまえて提示されたOECD10)の手法を用いた ． OECDlO)で
は， 今後に個別のVSL推計事例が追加•更新された場合
にメタ分析の再実施が必要になることが論じられている ．
また， メタ分析の手法自体も今後に改良される可能性も
ある ． VSLの推計方法の更新・改良自体は本研究の取り
組みの範疇を超えるが， VSLの推計方法の定期的な確認
と分析への反映に努める必要がある．
二つ目の課題として， 適応の費用ならびに効果の考慮
が挙げられる． 本研究では， 熱関連の超過死亡の推計に
際して， 将来的に一切， 適応・馴化が生じないことを仮
定した ． しかし現実には， 相応の費用は生じうるものの，
気候の変化に応じて様々な適応 ・ 馴化が行われ， 超過死
亡の増加を軽減しうることが予想される． その点からは，
本研究の被害額は悲観的な想定での推計となっていると
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いえる． 今後適応について考慮し， より現実に即した
被害額推計に取り組むことが課題といえる．
謝辞：本研究は， （独）環境再生保全機構の環境研究総
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Estimation of Economic Damage Caused by Change in Heat Stress Mortality 
under Anthropogenic Climate Change 
Kiyoshi TAKAHASHI, Hiroshi SAO, Yasushi HONDA, Shinichiro FUJIMORI 
andJun'ya TAKAKURA 
Anthropogenic climate change in this century will cause the increase in frequency and intensity of ex­
tremely hot day and, as a result, heat stress mortality is also expected to increase. This study analyses the 
economic damage caused by change in heat stress mortality under climate change considering uncer­
tatinty in future climate and socio-economic change. As a result, the global economic damage caused by 
heat stress mortality relative to GDP w叫d be limated to below 1 % under RCP2.6 emission scenario as­
suming progress in GHGs mitigation. On the other hand, under RCP8.5 scenario, which is the most 
warming case, the global economic damage by the end of the century will be above 2% of GDP. While 
the primary factor of the economic damage increase in the developed regions is the heat stress mortality 
increase caused by the expected temperature increase, the VSL increase according to the expected eco­
nomic growth will also contribute to the economic damage increase in the present developing countries. 
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